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飲酒運転の背景にある
 「飲酒問題」への介入に関する要望書

＜要望事項＞

　下記の施策を早急に実行されますよう、強く要望します。

１）　日本での飲酒運転検挙者・受刑者の飲酒問題についての調査 
 ２）　米国等の飲酒運転検挙者に対する「飲酒問題アセスメント」「予防教育」「強制治療」

の視察・調査
 ３）　上記施策の日本への導入を検討する専門委員会の設置

＜要望の背景と理由＞

　8月25日に福岡市で起きた幼児3人の死亡事故以来、飲酒運転防止に関する連日のマス
コミ報道と大規模な取締りが行なわれていますが、それでも飲酒運転をする人は後を絶ち
ません。これは、何を物語っているのでしょうか。

 　それは、飲酒運転の背後にアルコール依存症とその予備軍を中核とする飲酒問題がある
からだと、私たちは考えます。この視点を抜きにして罰則のみを厳しくしても、飲酒運転・事
故を減らす効果には限界があります。 

 　アメリカの飲酒運転者の3分の1が再犯（参考文献(1)：Fell, 1995）であるという報告、また
再犯者の53.8％がアルコール依存症という調査（(2)：Laphamら, 2006）から推察して、日本
における飲酒運転の検挙者の中にも、アルコール依存症者およびその予備軍が含まれて
いる可能性は高いと思われます。したがって再犯を防止するためには、初犯の段階ですべ
ての検挙者に飲酒問題のアセスメント(スクリーニングテスト)を行ない、予防教育・依存症治
療につなげる実効ある介入施策が必要です。 

 　2002年に高速バスの運転手が乗務中に飲酒して蛇行運転するという事件があり、バス業
界をあげての防止対策の端緒となりました。この運転手は実刑6ヵ月・執行猶予4年の判決
を受け、バス会社を懲戒解雇となりましたが、報道によると、その後2004年に自家用車で酒
気帯び運転をし、再度検挙されて6ヵ月の実刑判決を受けています。このとき元運転手は、
運送会社の面接を受けに行く途上だったとのことです。2002年の状況から判断して、この元
運転手はアルコール依存症がかなり進行した状態であったと思われ、処罰と制裁だけでは
飲酒行動を変える結果に至らなかったことがわかります。 

 　アルコール依存症者を対象に飲酒運転に対する意識を調査した２つの研究（(3)：小畑文



也ら,　2003；(4)：長徹二ら,　2006）がありますが、そのどちらからも飲酒運転抑止効果は厳
罰化では効果が低く、断酒が有効であることが示されています。 

 　また、交通事故総合分析センターも、厳罰化の影響で飲酒運転事故が大きく減っている
にもかかわらず、３回以上事故を起こしている者が起こした事故件数は３倍になっていること
を指摘。厳罰化が悪質な常習者には効果を及ぼしておらず、「矯正･教育･免許システム･
保険制度等さまざまな角度から検討すべきである」と提言しています（(5)：2005）。 

 　アルコール依存症は飲酒に対するコントロールを喪失する病気であり、断酒を基本とする
専門治療を行なわないかぎり、病気は進行し問題行動は繰り返され重篤化します。厚生労
働省研究班の調査（(6)：2004）によると、日本にはＩＣＤ-10（ＷＨＯが策定した国際疾病分
類）に照らしたアルコール依存症患者は80万人、ＫＡＳＴ（久里浜式アルコール症スクリーニ
ングテスト）で依存症の可能性ありとされた重篤問題飲酒者は440万人（成人男性の7.1％、
女性の1.3％）にのぼります。しかし、病気の性質上自ら治療を求めることは稀なため、実際
にアルコール依存症として入院・通院している患者数は2万人足らずです（(7)：2004）。飲酒
運転検挙という機会に、依存症を早期発見・早期治療し、断酒に導くことは、本人の利益で
あるばかりでなく、悲惨な飲酒運転事故の発生防止に実質的な効果をあげると考えられま
す。

　1970年代から、飲酒運転の再犯防止に依存症対策を取り入れたアメリカでは、現在、ほ
ぼすべての州で、飲酒運転検挙者に対し、飲酒問題のアセスメントを行なって介入の機会
としています。カリフォルニア州やテキサス州などのように、すべての検挙者を一定期間の
予防教育に振り向ける州もあります。また、常習者に対しては、裁判所が依存症の強制治
療を命じる判決が一般的になっています。実際、アメリカ厚生省の患者調査では、アルコー
ル依存症患者の41.6％がＤＵＩ（Driving Under the Influence：アルコール・薬物の影響下で
の運転）および司法から送られてくるとされています（(8)：2004）。また、運転免許証の制限
や停止などによる罰則だけの対策と比較して、アルコール治療プログラムを組み合わせるこ
とにより、飲酒運転の再犯率が約30％減少したという研究（(9)：DeYoung,　1997）もあり、効
果が実証されています。なお、教育・治療にかかる費用は、本人が支払うのが原則で、行政
に大きな財政的負担はかかりません。

　飲酒運転撲滅に国をあげて取り組む今、日本にも、警察・司法と保健・医療が連携した飲
酒運転再発防止システムの導入が急務であると、私たちは考えます。飲酒問題の教育・治
療・回復サポートについては、各県の精神保健福祉センターや全国の依存症治療・回復施
設、自助グループが受け皿になることができます。

以上
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